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１．導入

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感

染動向が企業経営上の重要な懸念となっている。

本稿では、2020年11月現在においてアクセス可

能なデータを参照することで、COVID-19の感染

拡大、対応して導入された政策措置、企業内部お

よび金融機関を含む取引先による対応が企業業績

に対して与えたインパクトを実証的な事実として

整理した上で、理論的な検討をガイドとして企業

経営に対する含意を抽出する。

　本稿が公表される時点（2021年１月）におい

ても、COVID-19の感染拡大が経済にもたらす負

のショックが国内外における最大の懸念事項であ

ると予想する。本稿の執筆時点以降に様々な論点

が追加的に認識されている可能性も高いが、少な

くとも日本においては、2020年４月７日に緊急

事態宣言が発令されて以降、一旦は経済活動の正

常化に向けた動きがある程度進んだ。この意味で、

大規模な負のショックが発現して以降の短期的な
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